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〇 本プランは、高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成 13 年法律第 26

号）に基づく「高齢者居住安定確保計画」としての位置付けを持つものです。

2010（平成 22）年に初めて策定しましたが、今般、高齢者を取り巻く住まい

の状況等の変化に対応し、本プランを改定します。 

〇 本プランは、「『未来の東京』戦略」1や｢東京都住宅マスタープラン｣2、｢東

京都高齢者保健福祉計画｣3を踏まえて策定するものです。 

〇 本プランの期間は、「東京都住宅マスタープラン」及び「東京都高齢者保健

福祉計画」との調和も考慮し、2021(令和３)年度から 2026(令和８)年度まで

の６年間としています。また、中長期的には、「団塊の世代」が 75 歳以上の

後期高齢者となる 2025（令和７）年、「団塊ジュニア世代」が 65 歳以上の高

齢者となる 2040（令和 22）年を見据えた計画としています。 

なお、本プランは、原則として３年ごとに見直すものとし、必要がある場

合は適宜見直しを行います。 

1 「未来の東京」戦略：目指す 2040 年代の東京の姿である「ビジョン」を提示し、ビジョン実現への

2030（令和 12）年に向けた「戦略」と戦略実行のための「推進プロジェクト」、具体的な施策である「３

か年のアクションプラン」を定め、都の行政分野の全般にわたって政策の方向性を示した、都政の羅針盤

となる都の総合計画。 

 この中で、戦略７「『住まい』と『地域』を大切にする戦略」の「人や地域に注目した住生活充実プロ

ジェクト」において、東京ささエール住宅の登録促進や居住支援法人の指定推進、区市町村居住支援協議

会の設立促進・活動支援、東京都サービス付き高齢者向け住宅整備事業の推進等により、多様なニーズに

対応する高齢者向け住宅等の供給を促進することを掲げている。 
2 「東京都住宅マスタープラン」：東京都住宅基本条例（平成 18 年東京都条例第 165 号）に基づいて策定

され、住宅施策を総合的かつ計画的に推進するための基本となる計画。住生活基本法（平成 18 年法律第

61 号）に基づく住生活基本計画の都道府県計画としての性格を併せ持つ。計画期間は 2021（令和３）年

度から 2030（令和 12）年度まで。 
3 「東京都高齢者保健福祉計画」：老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）に基づく都道府県老人福祉計画

及び介護保険法（平成９年法律第 123 号）に基づく都道府県介護保険事業支援計画を都における高齢者の

総合的・基本的計画として一体的に策定したもの。計画期間は 2024（令和６）年度から 2026（令和８）

年度まで。
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（１）東京都の高齢者の人口推計

○ 2020(令和２)年の国勢調査による都内の 65 歳以上の高齢者は、約 319 万

人で、総人口に占める割合（高齢化率）は 22.7％となっています。 

〇 高齢者人口は増加が続き、2030（令和 12）年には約 334 万人（高齢化率

23.4%）、2035（令和 17）年には約 354 万人（高齢化率 25.0%）に達し、都民

の４人に１人が高齢者となり、2050（令和 32）年には約 398 万人（高齢化率

29.4%）に上ると見込まれています。 

（注）平成 12 年から平成 22 年までの数値は年齢不詳を含まない。 

（注）１万人未満を四捨五入しているため、内訳の合計値と一致しない場合がある。 

資料：総務省「国勢調査」[平成 12 年から令和２年まで]、東京都政策企画局による推計[令和７年

から令和 32 年まで] 

東東京京都都のの人人口口のの推推移移とと推推計計
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（２）第１号被保険者の要介護度別認定者数の推移

○ 要介護（要支援）認定者数は毎年増加していますが、要介護度別の割合に大きな

変化はありません。

要要介介護護度度別別認認定定者者数数のの推推移移  [[東東京京都都]]  

（注）経過的要介護：2006（平成 18）年度における介護保険制度の改正により、2005（平成 17）年度

までの「要支援」は「要支援１」に、「要介護１」は「要支援２」及び「要介護１」になり、細

分化された。これに伴って、改正前に受給可能とされていたサービスと新制度において受給可能

なサービスとに差が生じる利用者が発生したため、段階的に新制度へと移行するために設けられ

た区分である。基本的には 2006（平成 18）年４月時点で「要支援」の認定を受けた人が対象と

された。2005（平成 17 年）度までの「要支援」及び「要介護１」の割合は、それぞれ 2006（平

成 18）年度以降の「要支援１」と「経過的要介護」及び「要支援２」と「要介護１」の割合に

相当している。 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告（月報）」 

平成12年 平成15年 平成18年 平成21年 平成24年 平成27年 平成30年 令和3年 令和4年 令和5年
(2000年) (2003年) (2006年) (2009年) (2012年) (2015年) (2018年) (2021年) (2022年) (2023年)

4月末 4月末 4月末 4月末 4月末 4月末 4月末 4月末 4月末 4月末

合計 169,543人 284,699人 364,260人 393,674人 458,009人 534,013人 581,742人 621,165人 630,721人 640,029人

21,662人 38,747人 ― ― ― ― ― ― ― ―
要支援

12.8% 13.6% ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― 5,470人 52,541人 64,063人 83,659人 90,327人 96,632人 96,787人 98,042人
要支援１

― ― 1.5% 13.3% 14.0% 15.7% 15.5% 15.6% 15.3% 15.3%

― ― 4,325人 51,256人 58,273人 67,913人 74,871人 79,928人 79,564人 81,015人
要支援２

― ― 1.2% 13.0% 12.7% 12.7% 12.9% 12.9% 12.6% 12.7%

― ― 54,632人 ― ― ― ― ― ― ―
経過的要介護

― ― 15.0% ― ― ― ― ― ― ―

41,827人 82,891人 110,655人 62,154人 80,764人 104,592人 116,879人 127,672人 132,042人 134,108人
要介護１

24.7% 29.1% 30.4% 15.8% 17.6% 19.6% 20.1% 20.6% 20.9% 21.0%

30,810人 54,723人 54,737人 68,929人 81,590人 91,069人 98,050人 103,088人 103,023人 103,674人
要介護２

18.2% 19.2% 15.0% 17.5% 17.8% 17.1% 16.9% 16.6% 16.3% 16.2%

25,601人 38,224人 47,974人 62,391人 60,387人 66,901人 73,629人 79,689人 81,575人 82,477人
要介護３

15.1% 13.4% 13.2% 15.8% 13.2% 12.5% 12.7% 12.8% 12.9% 12.9%

27,193人 36,161人 46,574人 51,525人 57,908人 63,521人 70,579人 78,083人 81,658人 83,239人
要介護４

16.0% 12.7% 12.8% 13.1% 12.6% 11.9% 12.1% 12.6% 12.9% 13.0%

22,450人 33,953人 39,893人 44,878人 55,024人 56,358人 57,407人 56,073人 56,072人 57,474人
要介護５

13.2% 11.9% 11.0% 11.4% 12.0% 10.6% 9.9% 9.0% 8.9% 9.0%
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（３）後期高齢者の要介護認定率と人口増加

○ 後期高齢者の要介護認定率は、前期高齢者の約７倍となっています。

年年齢齢別別のの要要介介護護認認定定率率  

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告（月報）」（2023（令和５）年４月）） 

〇 東京都の高齢者人口を、前期高齢者と後期高齢者とに分けてみると、2020（令和

２）年には後期高齢者が前期高齢者を上回り、団塊の世代が全て後期高齢者となる

2025（令和７）年まで後期高齢者人口が急増します。 

〇 しかしながら、2030（令和 12）年以降は後期高齢者が減少に転じ、一方で前期

高齢者が増加していき、2040（令和 22）年には再び前期高齢者が後期高齢者を上

回ると見込まれます。 

○ 後期高齢者が総人口に占める割合（後期高齢者人口割合）は、2020（令和２）年

は 12.1%ですが、2025（令和７）年には 13.5%まで上昇すると見込まれています。 

高高齢齢者者人人口口のの推推移移[[東東京京都都]]  

（注）1万人未満を四捨五入しているため、内訳の合計値と一致しない場合がある。 

資料：総務省「国勢調査」（2000（平成 12）年から 2020（令和２）年まで）、東京都政策企画局によ

る推計（2025（令和７）年から 2050（令和 32）年まで） 

要介護
第1号 要介護

（要支援）
被保険者数 認定率

認定者数

前期高齢者 1,384,297人 65,729人 4.7%

後期高齢者 1,768,049人 574,300人 32.5%
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（２）第１号被保険者の要介護度別認定者数の推移
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変化はありません。
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（３）後期高齢者の要介護認定率と人口増加

○ 後期高齢者の要介護認定率は、前期高齢者の約７倍となっています。

年年齢齢別別のの要要介介護護認認定定率率 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告（月報）」（2023（令和５）年４月））

〇 東京都の高齢者人口を、前期高齢者と後期高齢者とに分けてみると、2020（令和

２）年には後期高齢者が前期高齢者を上回り、団塊の世代が全て後期高齢者となる
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高高齢齢者者人人口口のの推推移移[[東東京京都都]] 

（注）1万人未満を四捨五入しているため、内訳の合計値と一致しない場合がある。 

資料：総務省「国勢調査」（2000（平成 12）年から 2020（令和２）年まで）、東京都政策企画局によ
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（１）単独（一人暮らし）・夫婦のみ世帯の推移

○ 2020（令和２）年の国勢調査による都内の一般世帯総数は約 722 万世帯で、

そのうち世帯主が 65 歳以上で夫婦のみの世帯（高齢夫婦世帯）は約 59 万世

帯（総世帯に占める割合は 8.1％）、世帯主が 65 歳以上の単独世帯（高齢者

単独世帯）は約 92 万世帯（総世帯に占める割合は 12.7％）となっています。 

○ 今後、東京都における高齢者のみの世帯は増加傾向が続き、とりわけ、一

般世帯に占める高齢者単独世帯の割合が大幅に増えると予測されています。

世世帯帯数数のの推推移移[[東東京京都都]]

（注）１万世帯未満を四捨五入しているため、総数と内訳の合計値とが一致しない場合がある。 

資料：総務省「国勢調査」（2000(平成 12)年から 2020(令和２)年まで）、東京都政策企画局による推計

（2025(令和７)年から 2040(令和 22)年まで） 
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（１）年齢階級別世帯人員１人当たりの平均所得金額

○ 世帯主の年齢階級別の世帯人員１人当たりの平均所得金額を見ると、世帯

主が 65 歳以上の世帯では、約 200 万円で、他の年齢層と比較して大きな差は

ありません。 
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１世帯当たり

平均所得金額

545万7千円

世帯人員

１人当たり

平均所得金額

235万円

資料 : 厚生労働省「国民生活基礎調査」（2022（令和４）年） 

世世帯帯主主のの年年齢齢階階級級別別にに見見たた１１世世帯帯当当たたりり・・世世帯帯人人員員１１人人当当たたりり平平均均所所得得金金額額（（全全国国））  
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（2025(令和７)年から 2040(令和 22)年まで） 
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（１）年齢階級別世帯人員１人当たりの平均所得金額

○ 世帯主の年齢階級別の世帯人員１人当たりの平均所得金額を見ると、世帯

主が 65 歳以上の世帯では、約 200 万円で、他の年齢層と比較して大きな差は

ありません。 
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１人当たり

平均所得金額

235万円

資料 : 厚生労働省「国民生活基礎調査」（2022（令和４）年） 

世世帯帯主主のの年年齢齢階階級級別別にに見見たた１１世世帯帯当当たたりり・・世世帯帯人人員員１１人人当当たたりり平平均均所所得得金金額額（（全全国国））  



－ 8 － － 9 －

第２章　東京の高齢者を取り巻く状況　 第２章 東京の高齢者を取り巻く状況 

- 8 -

（１）高齢者の住まいの現状

○ 2018（平成 30）年の住宅・土地統計調査によると、都内において住宅に居

住している約 680 万世帯のうち、65 歳以上の世帯員のいる世帯（約 223 万世

帯（32.8％））について見ると、持家は約７割、借家は約３割となっており、

その他の世帯（持家は約３割、借家は約７割)に比べ持家の比率が高くなっ

ています。 

○ また、上記の住宅以外に高齢者施設等1の入所者は約 11 万 3,000 人（2018

（平成 30）年３月１日現在）となっています。

1 高齢者施設等の整備状況については、P19 から P21 まで参照

資料：総務省「住宅・土地統計調査」（2018（平成 30）年） 

高高齢齢者者のの住住ままいいのの現現状状 
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（２）高齢者世帯の住宅の所有関係

○ 都内において住宅に居住している高齢者世帯のうち、65 歳以上の夫婦世帯

は 76.7％が持家であるのに対し、65 歳以上の単身世帯は 54.8％が持家であ

り、単身世帯は、夫婦世帯よりも持家の比率が低くなっており、借家の比率

が高くなっています。 

資料：総務省「住宅・土地統計調査」（2018（平成 30）年） 

（注）65 歳以上の夫婦世帯 

ア 夫又は妻のいずれか一方のみが 65 歳以上の夫婦のみの世帯
イ 夫及び妻のいずれも 65 歳以上の夫婦のみの世帯

高高齢齢者者世世帯帯のの住住宅宅のの所所有有関関係係  
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（３）高齢者の居住している持家の面積 

 
○ 都内においては、65 歳以上の単身及び高齢夫婦の持家世帯の約 33.4％が

100 ㎡以上の住宅に住んでいます。一方で、持家世帯のうち４人以上世帯の

約 59.8％が 100 ㎡未満の住宅に住んでいます。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

資料：総務省「住宅・土地統計調査」（2018（平成 30）年）（東京都特別集計（概数集計）） 

（注）高齢夫婦 

  夫 65 歳以上、妻 60 歳以上の夫婦のみの世帯 

４人以上世帯の持家住宅の約 59.8％

が 100 ㎡未満（約 40 万世帯） 

65 歳以上の単身及び高齢夫婦

の持家住宅の約 33.4％は 100

㎡以上（約 29 万世帯） 

持持家家世世帯帯類類型型別別のの床床面面積積のの構構成成 
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（４）住宅のバリアフリー化の状況 

 
○  都内の住宅で、手すりがあるなど高齢者等のための設備がある住宅の割合

は、住宅全体の 46.4％となっています。 

所有形態別に比較すると、持家は 64.9％に高齢者等のための設備があるの

に対し、借家は 35.0％にとどまっており、借家における高齢者等のための設

備の普及割合は持家に比べて低くなっています。 

また、共同住宅の共用部分のバリアフリー化率は 20.7%にとどまっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「住宅・土地統計調査」（2018（平成 30）年） 

 

ババリリアアフフリリーー化化のの状状況況（（東東京京都都））  
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資料：総務省「住宅・土地統計調査」（2018（平成 30）年） 

 

ババリリアアフフリリーー化化のの状状況況（（東東京京都都））  




